
 

 

 

 

 

 

 

 

20 世紀後半の日本の化学産業の歩み 

－石油化学プロセス開発がもたらしたもの―  

丁野 昌純 

 

          

１．２０世紀後半の日本の化学産業の歩み 

（１）１９６０年に入って日本の化学産業

は、２０世紀央に通産省より「石油化学育 

成対策」が発表されたことにより実質的に

スタートしたことになる。これを契機にエ 

チレンコンビナートの創業が開始され、欧

米からの技術導入をベースとして、日本の 

化学産業は石油化学工業を中核事業として

歩み始めた。 

（２）１９７０年代になってこの石油化学

工業を中心とした高度成長期に入った。こ 

の時期各企業は導入技術の自社技術化、差

別化技術の開発に注力した。 しかし、そ 

の間二度にわたる石油危機、国内需要の低

迷等の厳しい環境に直面したが、自らのス 

リム化、コストダウン、新製品開発等の経

営努力でこの苦境を乗り越えてきた。     

（３）１９８０年代に入って、化学産業を

取り巻く社会、産業の環境は以下に述べる 

二つの要因で激しく変化したために、化学

産業は新たな対応を迫られた。 

第一に経済構造の成熟化により社会的ニー

ズが高度化し多様化してきたこと、第二に 

 石油危機以後、石油価格の高騰或いは産

油国を巡る国際情勢の急変に日本の石油化 

学工業が混乱に巻き込まれたことであった。 

 

（４）１９８０年代後半に入って、日本の

化学産業はこのような国内の環境の変化へ 

の対応だけでなくワールドワイドな大きな

うねりの中に巻き込まれてきた。   

この背景として、第一に日本の国際的地位

が変化し国際的相互の依存度が大きくなっ 

てきたこと、第二に経済大国としての日本

に対する要求及び期待が強くなってきたこ 

と等が挙げられる。  

言い換えれば、これまで世界の化学産業に

おけるグローバリゼーションの推進には、 

欧米が主導的な役割を果たしてきたが、１

９８０年代後半になって日本自体にも国際 

的に主導的な役割を果たすようになってき

たことである。   

（５）１９９０年代に入って、変動するア

ジアの情勢に加え、欧米の規模や技術力を 

武器とした攻勢によって、いわゆるメガコ

ンペティションの時代を迎えることになっ 

た。日本にとってこのメガコンペティショ

ンの時代に如何に対応していくかが大きな 

課題となってきた。 

この課題に対応していくためには資源を持

たず規模で劣る日本の化学企業は、収益力  

のある得意分野への絞込み、コア事業への

選択と集中を図ることと同時に成長市場の 

国際化へ向けての事業展開が一層重要にな

ってきた。   

以上のように、２０世紀後半の日本の化学
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産業は当初に勃興した石油化学産業 を中 

心に多くの試練を受けながら成長してきた。  

 

２．20世紀後半当初の日本の化学産業の特

徴 

 ところで、このような厳しい環境の中で

成長してきた２０世紀後半の日本の化学産

業 

はどのような特徴を持っていたのか、また

特徴付けられてきたのか。            

この点に関し、２０世紀後半に入った当初

の日本の化学産業の特徴について次のよう 

に報告されている。1）   

日本の化学産業は少なくとも１９９０年ま

では石油化学工業を基軸として成長しきた 

ため、次のような特徴をもたざるを得なか

った。  

１）生産技術に特徴があり、供給する製品

（素材）の直接のユーザーは個々の消費者 

ではなく他の製造業者であるため生産のロ

ットが大きい。  

２）従って、生産装置の大規模化によるコ

スト削減が利益の源泉であり、企業間競争 

は生産規模および性能に左右される。  

３）製品のライフサイクルが消費製品と比

べて相対的に長いため、長期的に安定した 

需要と需要予測が可能で、安定した工場の

操業が維持できる。  

４）生産する製品（素材）の評価はブラン

ドやデザインでなく主として技術、品質に 

依存する。製品の多くは品質の企業間の差

異が小さく、海外の低コスト品との競合に 

直面する。  

５）素材産業は素材相互間競争の激しい産

業であるが、川下産業とは競合関係にはな 

い。  

６）研究開発は効率性の悪い基礎研究を必

要とする。その上製品価格のアップに直接 

つながらず研究開発費が充分回収できない。 

 

以上の特徴は現在の化学産業のいわゆる川

上にあたる石油化学工業に当てはまるが、 

この時代の日本の経済は右上がりの状況下

にあったため、石化製品の需要も旺盛で大 

規模な設備投資も可能であった。 従って、

上記した石油化学工業を基軸とする化学 

産業の特徴を受け入れることのできた社会、

経済状勢であったと思われる。  

ちなみに１９６５年から１９８０年までの

１５年間の化学工業の出荷額は３兆円から 

２０兆円と急伸長しており、石油化学製品

の指標となるエチレン生産量は１９６５年 

が１００万トンであったのに対し、１９８

０年は４００万トンと４倍に増加してい 

る。 

 

３．世界に通用する石化プロセスの開発、

工業化  

 このような環境の中で、我が国は資源輸

入国であるというハンデキャップを克服し

世界に伍していくためには、世界に通用す

る独自の技術を持つことが必須の課題であ 

り、上述した産業体質を持っていた化学産

業にとって石化製品の革新的な製造プロセ 

ス技術の開発は国際競争力の強化の上でも

重要な課題の一つであった。 

具体的な目標としては次の事項が挙げられ

る。 

（１）自社にとってコア事業である石化製

品の強化・拡大 

（２）自社の川下事業（樹脂、機能製品）

の原料自給化対策 

（３）エチレンコンビナートの効率的運用

のための各留分の有効活用  

 

これらの目標への取り組みに際し、汎用石

化製品のプロセスは、プロセス自身の経済 

性もさることながら、原料事情の変動に対

応でき、環境衛生問題にも充分配慮をして 

おり、更に工場立地の制約もないという総

合的な視点からの石化プロセスの技術開発 

が必要であった。 当時、既存の大型プロ

セスは技術的には飽和かつ平準化されてい 

たものの、原料問題、環境問題への対応に



関しては多くの課題が残されていた。  

これらの課題のうち、特に廃棄物、危険物、

エネルギー消費量等の環境問題はプロセ 

ス開発において避けて通れない問題になっ

ており、従来プロセスが新プロセスに転換 

していく大きなインセンティブになってい

たと思われる。事実、世界の化学企業にお 

いても従来プロセスに対し環境問題に対応

するための新プロセスの開発が活発に進め 

られていたことが特許、文献等からも伺う

ことができる。 

 このように２０世紀後半、特に 1980年代

は、上記したような世界の潮流のなかで、 

日本の各化学企業は重要なコア事業であっ

た石油化学製品のプロセス開発、工業化に 

関しては、その存亡をかけて積極的に推進

した。 

見方を変えてみると、日本の化学産業は資

源輸入国であった上に、２０世紀後半の当 

初は導入技術に依存するところが大きく、

当分野の事業基盤も充分でなかったことか 

ら、石化プロセスの開発は、日本の化学企

業にとって既存事業の体質強化- 原料自 

給化対策やコストダウン対策- の上から

も重要な課題であったと云える。     

         

以上のような背景もあって、日本の石油化

学領域のプロセス開発は活発に進められ、 

多くの化学品の製造プロセスが工業化を達

成している。   

２０世紀後半特に１９８０年以降において、

日本の化学企業で開発、工業化された汎 

用化学品の新規プロセスの実績を表－１に

示した。2）これらのプロセスは、いずれ 

も環境問題、原料問題に視点をおいた世界

的にも注目されたプロセスであった。  

この実績から判るように、日本の化学産業

が自立の道を歩み始めた 1980年以降の約  

20年の期間に集中して新規プロセスの開

発、工業化が実現されていることがわかる。 

また、1980年代の石油化学領域のプロセス

/触媒の新技術（出願特許）の提案件数を 

みると世界で日本がトップであり米国の２

倍近くとなっていることが判る。  

 

まさにこの時期が日本の化学企業にとって、

世界に伍して生き残り勝ち残っていくた 

めの重要な企業戦略として決断を迫られた

時期であったと思われる。   

 

４．機能性化学品の台頭  

 前述したように１９９０年代に入り日本

の化学産業もグローバルなメガコンペティ

シヨンの時代に突入し新たな対応を迫られ

てきた。  

一つは原料を輸入ナフサに依存し、小規模

かつ古いプラントによる汎用石油化学 

が産油国の安価な天然ガスを原料とする１

００万トン級の大規模なプラントや東南ア 

ジアでの最新鋭のプラントによる石油化学

に対抗できなくなってきたこと、汎用石化 

製品はコスト的に海外生産が有利であるこ

と等の理由から国内では新たな高付加価値 

製品-機能性化学品の開発、事業化が進めら

れるようになってきた。 

２１世紀に入って日本の化学産業は従来の

石油化学工業から独自の高度の技術を生か 

すことのできる機能性化学品を主体とする

川下産業への展開を図っていった。例え 

ば、液晶パネルの製造に必須のガラス基板、

カラーフィルター、偏光フィルム等の機 

能製品は、日本の化学素材メーカーが世界

のシェアーのトップを占めていると報告さ 

れている。3） 現在、電子分野に素材を提

供している日本の機能性化学品メーカー 

は世界がＩＴ時代に突入した後も引き続き

高度な材料を提供していくものと思われ 

る。  

このように機能性化学品分野は日本の化学

企業が世界的なシェアーをもつ製品が多く 

なってきており、今後とも重要な事業領域

になるであろう。ちなみに、２００３年度 

における日本の化学産業の全出荷額は２７

兆円、その内、石油化学製品が５兆円（２ 



０％）、機能性化学品が１２兆円（４３％）

となっており確実に機能性化学品の比重 

が高くなってきていることがわかる。  

 

５．石化プロセスの開発、工業化がもたら

したもの  

 従来、汎用石化製品のプロセス開発は、

目標が明確かつ自己完結型であり、いわゆ

る川下製品のように市場開拓を伴わないた

め、課題が分散、発散することがなく中長

期的な観点に立って基礎研究を含めた研究

開発に取り組むことができた。前記したよ

うに当時の化学産業は石油化学主導の体質

であったため、これを受け入れることがで

きる格好の事業環境にあったと思われる。 

当時の多くの日本の化学企業は事業規模が

大きく収益も大きい石油化学事業の体質強 

化のため、会社の総力を挙げて石化革新プ

ロセスの開発に注力した。この開発の目標 

は世界に通用する、世界の既存プロセスを

駆逐できる革新プロセスであり、非常に 

ハードルの高いものであった。  

そこで各化学企業は所有していた人材、技

術、研究費のかなりの割合を投入してこれ 

らのテーマに取り組んだ結果、この開発、

工業化を通して日本の化学プロセス/触媒 

技術は飛躍的に向上し世界で一流の技術ポ

テンシャルを蓄積することが出来た。   

元来、化学プロセス技術は学際的な技術領

域と言われており、多くの専門領域を必要 

とする複合的な技術領域である。例えば、

有機/無機化学、物理化学、触媒化学、化 

学工学、機械工学、各種解析学等を必要と

するがいずれも“ものづくり”の基盤技術 

に繋がるものである。  

その結果、石化プロセスの開発の成果とし

て、これらの基盤技術に関する実力も同時 

に蓄積することが出来たため、前述した化

学産業の事業体質の転換―機能性化学品事 

業への転換に際しての大きな武器の一つに

なったものと思われる。 

 

 

 

このように、２１世紀に入って日本の化学

企業が石油化学品事業から機能性化学品事 

業へ早期に、効率的に移行できた要因は何

であったであろうか。 

その要因はいくつかあったと思われるが、

前記したように多くの試練を受けて培って 

きた企業体力、技術力が基盤となったこと

は言うまでもないが、石油化学分野のプロ 

セス開発、工業化を通して蓄積してきた多

くの基盤技術、更には人材を効果的に活用 

出来たことが大きな原動力となり、化学企

業の体質転換に大きく寄与したと言うのは 

言いすぎであろうか。  

ところで、これからの日本の化学産業はど

のような事業戦略を持って成長していくで 

あろうか。一つの方向として、これまで蓄

積してきたコア技術を武器として、世界の 

市場をターゲットにした高付加価値製品を

志向すると共に各企業にとって戦略的な中 

核石化製品に関してはＪＶ等による規模の

拡大を狙いとしたグローバル（海外立地） 

戦略を進めて行くものと思われる。またこ

れに伴い、日本の石油化学工業もナフサセ 

ンターをベースとした事業展開が大きく変

貌していくことが予想される。 

２１世紀の化学産業が無限の可能性を秘め

た魅力ある未来産業になることを期待した 

い。 

 尚、本文は２００６～７年に作成したも

のであることをお断りしておきます。 
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表-１ 日本で開発／工業化された石油化学プロセス（主に汎用化学品） 

 

 用途 プロセスのキ－テクノロジー 触媒 工業化

時期年 

企業名 

1. 1,4-ﾌﾞﾀﾝｼﾞｵ-ﾙ PBT、PU 原料 ﾌﾞﾀｼﾞｴﾝの酸化的ｱｾﾄｵｷｼ化反応 Pd 系 1982 三菱化学 

2. ＭＭＡ（直酸法） ｱｸﾘﾙ樹脂原料 ｉ-ﾌﾞﾃﾝ、ﾒﾀｸﾛﾚｲﾝの気相酸化反応 Mo-O 系

/HPA 系 

 1982 日本触媒、 

三菱ﾚ-ﾖﾝ 

3. ｔ-ﾌﾞﾁﾙｱﾙｺ-ﾙ MMA 原料 BBS の直接水和反応(反応分離) HPA 系  1984 旭化成 

4. MTBE/ｉ-ﾌﾞﾃﾝ ｶﾞｿﾘﾝ添加剤/ 

ＭＭＡ原料 

BBS のﾒﾀﾉｰﾙ付加、分解反応 固体酸（ｲｵﾝ

交換樹脂、そ

の他） 

 1984 住友化学 

5. ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ ﾎﾟﾘｱｾﾀｰﾙ原料 ﾒﾁﾗｰﾙの気相酸化反応 Mo-O 系  1984 旭化成 

6. 2,6-ｷｼﾚﾉ-ﾙ PPE 樹脂原料 流動層による気相ｱﾙｷﾙ化反応 V-O 系  1984 旭化成 

7. 無水ﾏﾚｲﾝ酸  ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ原料 流動層による気相酸化反応 V-O 系  1984 三菱化学 

8. ｴﾋﾟｸﾛﾙﾋﾄﾞﾘﾝ ｴﾎﾟｷｼ樹脂原

料 

ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝの酸化的ｱｾﾄｵｷｼ化、      

加水分解反応 

Pd 系  1985 昭和電工 

9. ﾒﾁﾙｴﾁﾁﾙｹﾄﾝ 各種溶剤 ｎ-ﾌﾞﾃﾝの直接水和反応  HPA 系  1985 出光石油化学 

10. ｼｸﾛﾍｷｻﾉ-ﾙ ﾅｲﾛﾝ,PU 樹脂

原料 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝの部分水素化反応      

及びｼｸﾛﾍｷｾﾝ の水和反応         

Rｕ系 

及びｾﾞｵﾗｲﾄ 

 1990 旭化成 

11. 酢酸 各種化学品原

料 

ｴﾁﾚﾝの一段気相酸化反応 Pd-HPA  1997 昭和電工 

12.  MMA  

(新 ACH 法） 

ｱｸﾘﾙ樹脂原料 ACH のｱﾐﾄﾞ化、ｱﾐﾄﾞ・ｴｽﾃﾙ交換 Mn-O 系、 

強塩基 

 1997 三菱ｶﾞｽ化学 

13.  MMA 

（直ﾒﾀ法） 

ｱｸﾘﾙ樹脂原料 ﾒﾀｸﾛﾚｲﾝの直接酸化ｴｽﾃﾙ化反応 Pd 系  1998 旭化成 

14. ｶﾌﾟﾛﾗｸﾀﾑ ﾅｲﾛﾝ樹脂原料 ｼｸﾛﾍｷｻﾉﾝのｱﾝﾓｷｼﾒｰｼｮﾝ及びｵｷｼﾑ

の気相転位反応 

ﾁﾀﾉｼﾘｹｰﾄ  2003 住友化学 

 

 

 

 


